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1．はじめに
一近時の「事情変更の原則」論と伝統的な「事情変更の原則」論一
　現在，債権法改正に関して盛んに議論が行われているが，本稿が検討対象と
する「事情変更の原則」も債権法改正に関して，主要なテーマの1つとして考
えることができるように思われるω。その理由としてさしあたり，次の点が考
えられよう。まず，第1に，現行民法典に「事情変更の原則」に関する一般規
定が存在しないものの，通説と解される理論が存在し，さらに判例上も，通説
に沿った判断枠組みが受け入れられているように思われること，第2に，わが
国の「事情変更の原則」論に影響を与えてきたドイツ民法典（BGB）におい
て，2002年の債務法改正により「事情変更の原則」に相当する行為基礎の障
害規定が明文化されたことや，ユニドロワ国際商事契約原則（PICC）やヨー
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ロッパ契約法原則（PECL）などにおいて「事情変更の原則」に相当する規定
が設けられていること，第3に契約法の複雑化，長期化といった現代的現象か
ら事情変更の原則ないし事情変更法理に対する要請が認められ，理論的にも深
化が進んでいると考えられることである。第2の国際的な潮流は，第3の現代
の法現象を反映するものであると評価することも可能であり，それ自体として
は重要である。他方で，日本民法典の改正ということを考慮した場合，とりわ
け，第1にあげた，わが国における「事情変更の原則」論の定着という事情も
債権法改正においては重要であると考えられる。
　近時の「事情変更の原則」論に関する議論は，第3にあげた理論的展開や第
2にあげた比較法的な潮流により従来の議論から大きく展開し，充実している
ものと考えられる。しかしながら，そこで示される「事情変更の原則」論と伝
統的な見解との関係は，必ずしも十分整理されているとはいえない面もある。
　そこで，本稿では，従来の通説がどのように定着しているのかを確認し，通
説以降の近時の議論の展開を整理し，現在の理論状況について検討を加えるこ
とにする②。
　筆者は，従来より，事情変更の原則には，その現れとされる個別規定や特別
法上の規定を含めその思想的理論的基礎づけとなっている広義の事情変更の原
則と，要件，効果の定められた一般法理である狭義の「事情変更の原則」とが
あるという問題意識をもっているが，本稿では，狭義の「事情変更の原則」を
中心に検討する㈲。
2．通説と判例一伝統的な「事情変更の原則」論一
㈲　通　説
　①　定　義
　わが国の「事情変更の原則」論は，勝本正晃博士の見解に基づいている。本
稿でもまずは，勝本博士の見解を確認しておく。勝本博士によれば，「事情変
更の原則とは，主として債権関係を発生せしむる法律行為が為されたる際に，
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其法律行為の環境たりし事情が，法律行為の後，其効果完了以前に当事者の責
に帰すべからざる事由により，予見し得ざる程度に変更し，其結果当初の意義
に於ける法律効果を発生せしめ，又は之を存続せしむることが，信義衡平の原
則上，不当と認めらるる場合に於いて，其法律効果を信義衡平に基づきて変更
せしむることを云ふ」と定義されているω。
　そして，勝本博士の見解は，五十嵐清教授により比較法的観点や諸外国にお
ける事情変更の原則の基礎理論をふまえ，以下の要件効果に整理されている
（括弧の中は筆者が整理の便宜上つけたものである）（5）。
　要　件：
　　1）　契約成立時にその基礎となっていた事情が変更すること（事情変更），
　　2）事情の変更は，当事者の予見した，または予見し得るものではないこ
　　　と（予見不可能性），
　　3）事情変更が当事者の責に帰することのできない事由によって生じたこ
　　　と（無帰責性），
　　4）　事情変更の結果，当初の契約内容に当事者を拘束することが信義則上
　　　著しく不当と認められること（信義則）。
　効　果：
　　解除
　　契約内容の改訂（調整）
　②勝本説の評価と五十嵐教授による整理
　五十嵐教授は，勝本博士の「事情変更の原則」論をその本質的内容には変更
がなく，大綱においてその後も維持すべきであると評価した⑥。そして，その
後の展開は，勝本説及びそれに洗練を加えた五十嵐説を出発点にし，通説化し
ている。続いてかかる通説が判例においてどのように活用されているかを確認
する。
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②　従来の論点
　①従来の典型的な紛争類型一契約の拘束力の限界という視点
　五十嵐教授によれば，「事情変更の原則にとって問題なのは，給付が継続的
か一時的かというよりも，契約成立時と履行時までに時間的隔たりがあるかど
うか」⑦であるとされ，従来の判例においては，不動産売買について問題とな
ることが多かった。また，五十嵐教授はドイツにおける議論を参照し，信義則
要件に関連して，事情変更の原則が問題となる類型として，経済的不能（給付
困難），等価性障害，目的不到達の3類型を指摘した⑧。
　事情変更問題は，近時の議論において，これらの類型のうち等価性障害の類
型を中心に論じられることが多い。また，売買契約における事情変更の場面は，
狭義の「事情変更の原則」が契約制度と緊張関係にあることを明確に示す場面
の1つである。そこで，本稿では従来の典型事例として，売買契約（売買予約
を含む）における等価性障害類型を中心に取り上げることにしたい。併せて，
上記通説の要件との関係で重要な判示を含む判例を取り上げることにする。ま
ず，最高裁の判例をいくつか検討した後，等価性障害の類型のうち，契約の改
訂を肯定した特徴ある下級審判決を検討する。これにより従来の見解の特徴を
整理する。
　②最高裁判例の立場
　事情変更の原則の適用に関し，リーディングケースとされているのは，大判
昭和19年12月6日民集23巻613頁である（9）。同判決では，当事者間におい
て不動産の売買契約が締結されたが，履行期到来前に価格統制令が施行された
ことにより，土地の売買に必要な認可がいつ受けられるかが判明しない状態に
陥った。その結果，手付金の返還が認められるか否かが争われた事例であった。
大審院は，本件において「斯クノ如ク契約締結後其ノ履行期迄ノ間二於テ統制
法令ノ施行等二因リ契約所定ノ代金額ヲ以テシテハ所定ノ履行期二契約ノ履行
ヲ為スコト能ハス其ノ後相當長期二亘リ之力履行ヲ延期セサルヲ得サルニ至リ
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タルノミナラス契約ハ結局失効スルニ至ルヤモ知レサルカ如キハ信義ノ原則二
反スルモノト謂フヘク従テ斯カル場合二於テハ當事者ハ其ノー方的意思表示二
依リ契約ヲ解除シ得ルモノト解スルヲ相當トス」と述べ，我が国の判例が事情
変更の原則を認めたとされている。
　しかしながら，その後，最高裁は事情変更の原則の適用に関し，より厳格な
態度を打ち出している。いずれの事案も適用を否定しているが，要件との関係
でそれぞれの事案を特徴づける。（i）信義則要件に照らして適用が否定された事
案（【1】【2】【3】），㈹予見可能性要件に照らして適用が否定された事案（【4】
【5】）を取り上げる。
　（i）信義則による適用の限定（1）一履行遅滞中の事情の変更一
　まず，履行遅滞中の事情変更であったことを理由に適用を否定された事案と
して，【1】最判昭和26年2月6日民集5巻3号36頁がある。
　同判決では，X先代X’はYとの間において，土地および建物について売買
契約を締結し，内金を支払った。その後，物価が騰貴したため，Yは建物に
ついて未登記であったが，登記義務を履行しようとしなかった。X’の催告後，
Yは物価騰貴を理由に売買代金を24万円に増額する旨を要求したが，X’はこ
れを拒絶し，所有権移転を求めて訴訟を提起した。第1審においてはXの主
張が認められたが，控訴審（大阪高判昭和24年10月11日民集5巻3号43頁）
では以下のように述べてYの事情変更による解除を認めず，上告審において
も原審を維持した。
　控訴審は，Yが主張する不動産価格が「敗戦によるインフレーションの激
化とはなはだしい住宅難の結果売買契約成立当時に比較して急騰し，右不動産
の代金が低廉になったことは，当裁判所に顕著な事実であり，これが，売買契
約成立当時におけるその環境であった事情の変更に該当することは，疑いがな
く，この事情の変更はYが予見せずかつ予見できない性質のものであること
が推定され，また，この事情の変更が，Yの責に帰すべからざる事由によっ
て発生したものであることは，明らかな所である」として，事情変更の原則の
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要件としてあげられる等価性障害の存在，事情変更の予見不可能性，無帰責性
について認めている。「しかしながら，Yがこの事情の変更を主張し得るため
には，このような代金のまま，価格の急騰した不動産について，X’がYに所
有権移転登記（本来の給付）を求めることが，著しく信義誠実の観念に反する
場合でなければならぬことは，いうまでもない。所が，本件不動産の価格の騰
貴は，Yが登記義務を遅滞している間に，発生した事情の変更であったこと
は，前段認定で自ら明瞭である。そうして仮にこの場合にYが事情の変更を
主張できるものとすれば，若しYが債務の本旨に従う履行をしていたならば，
まだ事情の変更はなく，したがって，これを主張してその利益を受け得なかっ
たのに拘わらず，債務の履行をしなかったため，却って事情変更の利益を受け
るということに奇異な結果となり，かような結果は全く信義誠実の要請しない
ところであるばかりでなく，遂にこの観念に反することになったであろう」と
し，信義則判断の中でYが履行遅滞中にあったことを考慮して，適用を否定
している。
　やはり，履行遅滞にあった事案として位置づけることができる事例には，
【2】最判昭和31年5月25日民集10巻5号566頁もある。同判決は，Xおよ
びYの間でXを貸主Yを借主として金銭消費貸借契約が締結され，本契約に
は代物弁済予約が付されていたという事案である。同判決は，代物弁済予約が
信義則に反するという債務者Yの主張に対して，「所論は，要するに本件代物
弁済の予約が完結実行された昭和22年10月当時の本件担保物件の価値は，債
権額の10数倍に達していたものであること等から見て，Xの本件予約の完結
権の行使は信義公平の原則に反し無効であると主張するのである。しかし原審
の認定した本件事実関係の下においては，Xのした本件代物弁済の予約の完
結権の行使が信義公平の観念に反するものとは到底認められないから所論は採
用することができない」として，Yの上告を棄却したものである。本事案は，
代物弁済予約による過大な価値の担保物との清算の可否という問題であり，現
在では，仮登記担保法により解決されているものである。しかし，判例の論理
は，10数倍に達する等価性障害があるような場面でも代物弁済が実行された
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場合，債務者は常に履行遅滞に陥っていることから，信義則上，事情変更の原
則の主張を認めなかった事案として位置づけることもできるとされる（1°）。
　㈹　信義則による適用の限定②一等価性障害の程度一
　これに対して，等価性障害の程度を理由に信義則要件の充足を否定した事案
として，【3】最判昭和56年6月16日判時1010号43頁がある。
　事案の概要は次の通りである。XおよびY間でY所有の甲地について賃貸
借契約および売買予約が締結された。本件予約が締結されるに至った背景は，
甲地はYからXに売渡された乙地と国鉄鹿児島本線の鉄道線路用地にはさま
れた位置にあったが，乙地にXにより新ビルが建築されると，甲地はビルの
裏地になり，その利用価値が低下するため，Yは甲地を効果的に利用するた
めにはXにこれを買取ってもらうことが最良の策であると考え，Xに買取を
要望し，Xが受諾したということである。　Xは北九州市の建築確認を受け，
昭和39年には工事請負契約を締結したが，乙地の売買契約および甲地の賃貸
借契約が締結された後も数年間右新ビル建築に着工しないままであった。その
後乙地が山陽新幹線の用地となることが決定した後，Xは売買予約完結権を
行使する旨の意思表示を行った。
　第1審および控訴審では，Yの主張する甲地および乙地の「一体的利用」
が売買契約の前提であったこと，本件における新幹線用地としての収容が事情
変更にあたり，土地の価格が6倍弱に高騰していることなどを理由として，X
の権利行使が信義則違反にあたる旨の主張が認められた。そこでXは，甲地
および乙地の「一体的利用」は契約の第1次的な目的ではないこと，Yの主
張する信義則違反が事情変更の原則と同様の結果を導くが，原審はその点につ
いて審理不尽であること，さらに6倍弱程度の価格の高騰では事情変更の原則
の適用はない旨をそれぞれ主張して上告した。
　最高裁はXの上告を認あ，原審を破棄差戻したが，次のように理由を述べ
る。「以上のような諸事情を彼此考較するときは，Xが思わざる利益を得るこ
とになるとしても，他に特段の事情のない限り，Xのした本件売買予約の完
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結権の行使が信義則に反して許されないと解することはできない，というべき
であり，これと反対の見解に出て，Xの予約完結権行使の効力を認めなかっ
た原判決には民法1条2項の解釈，適用を誤った違法があるといわざるをえな
い」。本件は，諸事情の考慮のもと予約完結権の行使が信義則に反しないと判
断したものであるが，6倍弱程度の価格の高騰を理由に，事情変更の原則の適
用を認めた原審における判断を破棄した点に意義を認めることができよう。
　㈹　予見可能性の有無による適用の限定
　さらに，最高裁は，予見可能性要件に照らして事情変更の原則の適用を否定
している。【4】最判昭和29年1月28日民集8巻1号234頁は，次のような事
案である。
　買主Aと売主（Y先代）Y’の間で家屋の売買契約が締結された。XはAよ
り権利義務を譲り受け，XはY’に対し本件家屋の引渡しを請求したところ，
Y’はAX間の権利譲渡を知らなかったうえに，居住家屋が戦災によって焼失
したため本件家屋を必要とし，事情変更の原則に基づき解除の意思表示を行っ
た。Xは残代金を弁済供託し，本件家屋の明渡および引渡を求めて訴えを提
起した。第1審ではXの主張が認められたが，控訴審では相続によりY’を承
継したYの事情変更の原則に基づく解除が認められた。これに対し，上告審
では以下のように述べてYの事情変更の原則に基づく解除を認めず，破棄差
し戻した。
　「単に戦災によって居住家屋を焼失したというだけでは，事情変更による解
除権の発生を認めるには足りない。そればかりではなく，本件売買の成立した
昭和19年11月21日当時の戦勢から見て，福井市のごとき都市における家屋
が空襲を受け焼失することもあり得べきことは，予見し又は予見し得べかりし
事情の変更ではなかったか。少なくとも他の都市では戦災焼失をおそれ又は予
見して，家屋が売買された例は少なくはない。さらにまた，原判決は，昭和20
年7月19日事情変更による解除権がY先代に発生した事実，解除は昭和21
年3月頃なされた事実，訴外Aは昭和20年11月5日本件家屋の買主たる権
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利をXに譲渡した事実を認定した。そして，原判決は事情変更による解除権
発生の一事由として，『これに反しAは自己居住の目的を以て本件家屋を買受
けたるも間もなく之を不用とするに至り遂にXにその権利を譲渡したもので
あること』を挙げている。しかしかように事情変更による解除権発生後の事実
を捉え，これを一事由として，事情変更による解除権発生を認めることは理論
上許されないものと言わなければならぬ。なぜならば，事情変更による解除権
の発生は，その発生までに生じた事情の変更のみが斜酌されるのが当然だから
である」。本件は，等価性障害を直接の理由とはしていないが，戦災による居
住家屋の喪失につき予見可能性を認め，事情変更の原則の適用を否定した。そ
の他に，事情変更による解除権発生後の事実を考慮することにも否定的な姿勢
を示したことも注意する必要がある。
　さらに，やや特殊な事案であるが，事情変更の予見可能性が問題となった比
較的近時の事案である【5】最判平成9年7月1日民集51巻6号2452頁（11）を
取り上げておこう。同事件でも，事情変更の原則の適用は否定されている。
　同判決は，ゴルフ場の造成工事不良によるのり面崩壊という事情変更の結果，
ゴルフ会員権の優先的利用権が事情変更の原則の適用により認められなくなる
かどうかが争われた事案で，事情変更を認めつつ，予見可能性，帰責性につい
て要件の充足を認めず，適用を否定した。
　上告審は，「事情変更の原則を適用するためには，契約締結後の事情の変更
が，当事者にとって予見することができず，かつ，当事者の責めに帰すること
のできない事由によって生じたものであることが必要であり，かつ，右の予見
可能性や帰責事由の存否は，契約上の地位の譲渡があった場合においても，契
約締結当時の契約当事者についてこれを判断すべきである。」「一般に，事情変
更の原則の適用に関していえば，自然の地形を変更しゴルフ場を造成するゴル
フ場経営会社は，特段の事情のない限り，ゴルフ場ののり面に崩壊が生じ得る
ことについて予見不可能であったとはいえず，また，これについて帰責事由が
なかったということもできない」とした。本件は，ゴルフ場ののり面崩壊とい
う事情変更についての予見可能性とともに帰責性の有無に関しても厳格な評価
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がされた否定事案であった。
㈹　考　察
　事情変更の原則に関して，最高裁の事例はいくつか存在するが，いずれも事
情変更の原則の適用を認めていない（’2）。事情変更の原則がいったん合意された
契約の解除あるいは内容改訂を認める法理である以上，判例の厳格な姿勢は基
本的には妥当であるといえよう。さらに，上記判例の検討からも明らかである
が，最高裁の判例のいくつかは，事情変更の原則の適用を認めた原審を破棄す
るものであったり，適用を否定した原審を支持するにとどまり，要件などが最
高裁の事案において必ずしも明確にされているわけではない。ただし，下級審
の判例の中で，呈示されたものを示せば，「事情変更の原則は，信義衡平の原
則の要請により認められるところの法律行為の解決の規範であって，それは〔イ｝
法律行為成立当時その環境となった事情について著しい変更が生じ，（ロ）その事
情の変更は当事者双方の予見しなかった，かつ予見しえなかったもので，㈲当
事者の責に帰することのできない事由によって発生し，eその結果当初の法律
効果を発生させ，もしくはその法律関係を維持することが著しく信義衡平の理
念に反するという4つの要件が備わる場合であることが必要である。」とされ
ている（13）。上記の最高裁の判例も，信義則要件や予見可能性，無帰責性に照ら
して判断されていると評価することが可能であるから，通説的見解を否定する
ものではなく，判断枠組みとしては基本的に支持してきたと考えられよう。
　上記のように，最高裁は厳格に事情変更の原則を適用するが，まず「信義衡
平上当事者を契約に拘束することが著しく不当である場合」という要件により，
履行遅滞中にある当事者に対しては，事情変更の原則の援用は認められないと
する。本問題は，事情変更の発生に対する帰責性の有無という要件として整理
される場合もあるが（14），【1】【2】事件では，信義則判断の問題として考えられ
ている。
　次に，等価性障害の程度の深刻さが信義則ないしは信義衡平から導かれる。
事情変更の原則が適用されるためには，等価性障害がはなはだしいものでなけ
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ればならない。【3】事件においては，結論として6倍弱程度の価格の高騰では
事情変更の原則の援用は認められないとされた。下級審の中には事情変更の原
則が認められた価格の高騰の事例があるが，後述する。
　他方，【3】事件では，事情変更の原則の適用の判断基準として「契約の目的」
が考慮されている。【3】事件では，甲地と乙地の「一体的利用」の可能性が契
約の目的か否かが争われ，事情変更の原則を認めた第1審および控訴審におい
ては契約の目的であると認定され，上告審においては契約の目的ではないとさ
れた。事情変更の原則の類型には契約目的不到達の類型があるが，【3】事件は
等価性障害の事例と契約目的不到達の事例とにまたがる事例である。
　また，判例は，予見可能性の有無により事情変更の原則の適用を制限してい
ることが確認できる。【4】事件では戦災の予見可能性が認められ，事情変更の
原則にはあたらないとされた。【5】事件では，事情変更の発生は認定されなが
ら，「のり面崩壊」の予見可能性，帰責性のいずれもが肯定されている。さら
に，従来，インフレーションが徐々に進む場合で予見可能性ありとされること
が多く，予見可能性要件は事情変更の原則の要件の中で大きな役割を果たして
きたと評価できよう。さらに，オイルショック，バブル崩壊類似の社会変動が
再び生じたとしても，過去に経験したことを理由に予見可能性が認定される可
能性もある。このように予見可能性基準をどのように理解するかによって事情
変更の原則の運用が分かれる面がある。下級審においても予見可能性を理由に
適用が否定された事案は認められる㈹。
　契約が将来リスクを負担した上で締結されるものであるという前提からは，
予見可能性を肯定することは契約制度になじみやすい面がある。それゆえ，予
見可能性要件を厳しく認定することは，基本的に説得力を有しているが，その
位置づけも含め，要件としての意義をさらに検討する必要があるのではなかろ
うか。予見可能性要件の問題は，事情変更の原則の正当化根拠と結びついてい
るほか，事情変更の原則をどのように契約法の体系の中に位置づけるか，どの
ような法制度として構築するかという場合に重要な意義を有していると考えら
れる。
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　昭和19年の大審院の判例は，事情変更の原則を認めたが，最高球の判例は，
上記のように解除あるいは契約内容の改訂（調整）により契約に介入するのに
は慎重な態度をとっている。もっとも，下級審判決をみれば，同原則を適用し
た事案も存在するほか，契約を改訂することから生じる問題性に直面しつつ，
事案の解決を図る例もある。契約の改訂は，近時の議論の中で注目されており，
これらの判決は近時の議論との関係においても注目すべき事例と考えられる。
そこで，次に，下級審判決の中で契約を改訂した特徴的な事案を検討する。
③　下級審判決における改訂事案の検討
　①売買契約における等価性障害への対応（1）一内容改訂一
　まず，等価性障害が生じた場合に，契約内容の改訂を積極的に行った事案と
して，【6】神戸地伊丹支判昭和63年12月26日判時1319号139頁がある。
　事実の概要は次の通りである。Xは昭和41年9月24日Yとの間で本件土
地につき建物建築の目的で存続期間20年の賃貸借契約を締結し，その際に覚
書を交わして，売買代金175万円，敷金50万円は内金として右総額から控除
する，Yは代金完済と同時に所有権移転登記を行う，という内容の売買予約
を成立させた。Xは，昭和61年7月18日Yに到達した書面により予約完結
権を行使したとして，残代金125万円と引換えに所有権移転登記を行うことを
求めて本訴を提起した。そのころ，本件土地の価格は更地価格で約4，000万円
に到達していた。Yは，　Xによる詐欺，錯誤，時効による本件予約の消滅，
事情変更に基づく予約権失効をそれぞれ主張したが，詐欺，錯誤，時効消滅に
関しては認められず，事情変更に基づく予約権失効に関しては，以下の理由か
ら代金増額と引換えに所有権移転登記を行う旨を判示された。
　「（事情変更の原則は）元来正当に発生した法律関係につき後発的事情のため
に生じた不衡平な結果を排除することを目的とする規範であるから，第1次的
にはなるべく当初の法律関係を存続させ，ただその効果につき内容の変更を主
張する権利を認める程度にとどめ，これに対して相手方が拒絶する等この方法
ではなお不衡平な結果を除却することができない場合に初めて第2次的に当初
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の法律関係全体を解除する権利等を認めてこれを解消させうるものと解すべき
であるところ，本件売買予約の完結権が本件覚書締結時から20年間存続する
こと自体は，XYともこれを認識又は予見していたのに対し，これに記載され
た本件土地の売買代金額が右期間の経過によって著しく低廉になってしまうこ
とは，XYともこれを予見しえなかったのであるから，本件売買予約自体はこ
れを存続させ，ただその内容となっている売買代金額を適正な額まで変更する
権利をYに認めれば足りると解される」
　（i）事情の変更の発生とその程度
　等価性障害の事例において，事情の変更にあたるとされるのは，履行コスト
高騰　目的価値の暴落であり，売買契約においては目的物件の価格の著しい上
昇，あるいは目的物件の価格の著しい下落に典型的に現れる。本件で事情の変
更にあたるとされたのは，目的不動産が20年間で約23倍値上がり（以下概数）
したことである。従来の売買契約の裁判例において，事情変更にあたるとされ
た値上がりは，10年間で147倍㈹，9年間で100倍（’7），8年間で36倍（18），6年
間で100倍（’9），18年間で40倍（2°），29年間で1，333倍（2Dの事例がある。他方，
価格上昇がわずかであることを理由に否定された例としては，【3】事件におけ
る7年間で6倍弱の事例があるほか（22），1年間で4倍㈱，2年間で4倍（24）の事
例がある。従来の判例に見る限り，数10倍以上の変動がなければ，事情変更
の原則の適用は認められないといえようが，価格の変動に関しては，契約締結
時の価格が大きい場合，変動率がわずかな範囲にとどまっていたとしても，相
対的に時価と締結時の価格との差額が大きくなる。問題の本質が，当事者が契
約上引き受けた範囲を超えた事情変更があったか否かという点にあるとして捉
えると，この基準に関しては，再考の余地があると考える｛25）。
　事情変更の原則において，事情の変更は予見不可能であることが要件とされ
ているが，前述したように契約締結時にインフレーションが進行する傾向にあっ
た場合，裁判所は事情の変更は予見可能であったとして，事情変更の原則の適
用を認めないことが多い（26）。一方，契約締結時にインフレ傾向になければ，事
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情変更の原則は認定されやすいことになる。他方，近時は，バブル経済の崩壊
の結果物価が下落したことを理由に，サブリース契約における賃料減額問題に
典型的であったが，従来とは逆の問題も現れており，従来のような慢性的なイ
ンフレ傾向を前提にした予見可能性という判断は困難な状況にある。
　（ij）契約内容の改訂と解除の関係
　【6】事件では，事情変更の原則が認あられているが，注意すべき点が2つあ
る。まず第1に，同事件で，裁判所は事情変更の原則の効果として契約内容の
改訂と解除について，学説の多数説を受け入れ，第1次的には契約内容の改訂
を行い，第2次的効果として解除を行うと理解している。【6】事件では，第2
次的効果としての解除は，契約内容の改訂の請求を相手方が拒絶した後，ある
いは内容改訂によっては当事者救済を図ることができないことが明らかな場合
になされるべきであるとされる。
　事情変更の原則の肯定例である東京地判昭和34年11月26日判時210号27
頁の事例は，土地の売買のケースであるが，買主側が時価による支払いを求め
たのに対し，売主側がこれを拒絶した場合に解除を認めている。東京地判昭和
34年11月26日と【6】事件とを比較すると，当事者が契約内容の改訂を主張
することが必要かそれとも解除ないしは契約無効の主張だけを行ったに過ぎな
い場合であっても裁判所は積極的に契約内容の改訂を行いうるかという相違が
ある。事情変更の原則の要件が充足されるならば，東京地判昭和34年11月
26日のように当事者が契約内容の改訂を求めている場合，契約内容の改訂を
なし得ることは異論がないであろう。一方，【6】事件では，事情変更による予
約権の失効が主張されていたところ，代金の増額により当事者間の衡平が維持
されることを理由にして裁判所は契約内容を改訂している。これに対し，東京
地判昭和34年8月19日判時200号22頁は，当事者が契約内容の改訂を主張
せずに解除の主張をなした場合に，事情変更の原則の適用を否定している。し
かしながらかかる判断に学説は批判的である⑳。当事者から契約内容の改訂が
主張されていない場合でも，改訂をなし得るかに関しては，後述するように事
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情変更の原則の効果論に関連し，議論がある。
　第2に，契約の改訂を積極的に肯定するとしても，当事者により主張された
代金の増額が過大な場合をいかに評価するかという問題がある。近時は，再交
渉過程における当事者間の優越的地位の濫用が指摘されることがある㈱。次に
述べる【7】事件はかかる観点からも興味深く，改めて注目する価値があると
考えられる。
　②売買契約における等価性障害への対応②
　　　一過大な代金増額の請求とその限定一
　続いて，事情変更が生じた場合に，当事者から契約内容の改訂が申し出られ
ていたところ，その請求内容が過大であるために，当事者の要求を修正した内
容で契約が改訂された事案として，【7】神戸地判昭和57年7月9日判タ483
号109頁がある。
　同事件の事実の概要は，次の通りである。XおよびYの間で，　Xを売主Y
を買主として昭和48年11月7日本件汚水処理施設等一式（以下本件施設とい
う）につき，代金1，950万円とする本件売買契約が締結された。Xは訴外A
（XはAの販売部門の業務を代行するものと認定されている）に本件施設を発
注したところ，昭和49年春ごろAはXに対しオイルショックを理由に1，llO
万円増額しなければ工事できない旨申し入れた。そのため，XはYに対し代
金を3，000万円に増額しなければ契約を辞退する旨申し入れたが，Yは応じな
かった。その後XとAとの間で増額代金2，600万円とすることで妥結した。
そこでXはYに770万円の増額を申し入れるとともにこれに応じなければ本
件施設の設置工事はできない旨申し入れた。他方，Yは訴外Bとの間で本件
施設を含む給排水衛生設備工事（工事代金2億8，000万円余）を請負っていた
が，本件施設の規模に合わせて汚水貯水槽の躯体は設計され，躯体工事は訴外
Cによって完成されていた。従って，YはXに本件施設を注文せざるをえず，
かつBから再三督促を受けており，履行遅滞に基づく損害賠償を請求されか
ねない状態になっていた。YはこのようなXの強硬な姿勢とBからの厳しい
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督促の板挟みとなり，電話でXに対し暫定的に増額に応じる旨を伝えたが，X
側はYB間の契約はXには無関係であると答えそのような条件は認めなかっ
た。そこで昭和49年10月29日，Yは留保や条件の文言のない本件注文書を
作成しXに差入れた。以上のような事実関係の下でXはYに対し770万円の
増額分につき要求した。本件において神戸地裁は，次のように述べ，Xの代
金増額の請求を認める一方で・増額の合意がYの窮状に乗じて請求されたも
のであるとして当時の行政指導で示された増額率を参考にして487万円を限度
にすべきであるとした。
　「本件売買代金増額の合意は，Xが，　Yに対し経済上，法律上，事実上圧倒
的に優位にある立場を利し，訴外Aと意思を通じるとともに，いわゆるオイ
ルショックによる狂乱物価に便乗し，Xから本件汚水処理施設等一式を買い
受けざるを得ないYの弱みにつけこみ，事情変更による解除権の行使との趣
旨とは解されるが，必ずしも法律上の趣旨，根拠を明らかにする事なく，X
の要求に応じなければ「本件契約を辞退する』旨強硬に申入，他方Xの右要
求を拒み続けるときは，納期に遅れ注文者の訴外Bから損害賠償請求を受け
るおそれのあった，Yの窮状に乗じて結ばれたものであり，しかも，当時の
行政指導で示された一般的な増額率の4倍に近い甚だ過大で不当な高率の，Y
にとって著しく苛酷，不利益な代金増額を内容とするものであったことが明白
である。従って，本件合意は，取引における信義誠実の原則に照し，これを完
全に有効なものとすることは到底許されないと考える。しかし，他方Xも，
いわゆるオイルショックによる資材価額の高騰という，本件契約後における顕
著な事情が発生しているのであるから，いわゆる事情変更の原則により，資材
価額の高騰による『損害の公平な分担』という見地からみて，Yに対し本件
売買代金の増額を請求し得べき正当な利益を有するものというべきである。」
　（i）過大な改訂請求の規制
事情変更に基づく代金増額が認められるとして，その増額が過大であるため
に当事者間で合意が成立しない場合，通常のケースにおいて，第2次的に解除
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が認められることはすでに述べたところである。しかしながら，当事者間に経
済的な地位の格差がある場合，あるいは，本件のように一方当事者が相手方の
窮状を利用して，過大な増額を請求した場合，本件においてはYがXから当
該施設を購入せざるを得ないことを利用した場合，当事者間の調整は解除によっ
ては図ることができないため問題となる。
　結局，本件における処理は，一定の範囲内において増額請求を認め，解除で
は救済されない一方当事者を救済している点に特徴がある。本件では，一方当
事者が優越的地位を濫用し，過大な増額を請求したところ，当時オイルショッ
クの影響でその他の企業においても代金増額の相場について行政指導がなされ
ており，それを考慮して裁判所が改訂価格を算定している。つまり，本件にお
いて裁判所は事情変更の原則の効果として増額請求を認めたうえで，さらに増
額分を合理的な範囲に限定している。そのさいに過大な部分を減額することで
合理的な当事者意思に合致する代金を定めている点で，事情変更の原則に基づ
く代金額の改訂に積極的な姿勢を示している。
　実際上，当事者間の再交渉による契約内容の改訂という問題を考えた場合，
当事者間の事情変更が生じた時点での地位の不均衡を考慮に入れる必要がある。
事情変更の原則に対する適用の可否という次元では，裁判所は契約に介入する
ことに消極的な場合が多く，それは，当初の契約の尊重という発想になじむも
のであった。もっとも，当事者の合意による事情変更への対処として契約の改
訂を捉えると，そこには優越的地位にある当事者による交渉過程での行動の規
制が要請されることになる。この点で，【7】事件は，優越的地位の濫用の規制
という観点から契約内容の改訂に積極的な姿勢を示しており，かかる場面の行
為規制につき，有益な事案として再評価できるのではなかろうか。
　それらを踏まえて考えると，代金額の合理性を探索するという方向性は，
【6】事件であげた第1次的に契約内容の改訂，第2次的に解除という構造にな
じみやすい。従来，学説が主張してきたように（29），契約を締結した当事者間に
おいて，契約を改訂しても維持していくことを当事者意思に合致すると考える
のであれば，解除が認められる場合は，等価性障害の類型においては，当事者
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間の均衡が著しく破壊され契約履行が望ましくないような例外的ケースに限定
されていくことになろう。
　さらに，このような判例の姿勢からは，当事者による主張を待たずに，裁判
官による契約内容の改訂が認められるかという問題においても，合理的解決に
なる限りでは裁判官による契約内容改訂権を認める余地があると考えられる㈹。
もっとも，本件では行政指導による代金増額の目安があったことを無視するこ
とはできない。多くの場合，適正対価に関して客観的基準を設定することは裁
判所にとって負担となることが考えられる。そのような意味で客観的な参考基
準が示されていた事実に本件の特徴を認めることも可能であろう。
　③　小　括
　売買契約を扱った事例の中には，当事者の合理的な意思に合致した解決を行
うために積極的に契約内容に介入したものがある。上記の肯定判例では，当初
の契約に固執することが不当と評価される一方で，【7】事件のように売買契約
の背景に別の請負契約があり，その請負契約において目的物が不可欠である点
に鑑みると売買契約の解除によって妥当な解決を図れないなど，契約関係の維
持が要請されるといった事情があった。そのような事例では，裁判所が積極的
に契約に介入することが期待される。また，結果の合理性を実現するため当事
者の過大な請求の規制といった視点から介入する場面も指摘できる。このよう
に事情変更の原則の適用につき，下級審判決は，学説により導入された事情変
更の原則の要件および効果に基づきながら，それを活用する姿勢を示してきた
ことが確認できる。他方，等価性障害の類型では，予見可能性基準，信義則基
準に照らして事情変更の原則の適用が否定される事案が多く存在する点も確認
できる。
（4）判例の傾向の確認
　最高裁は，一般理論としては事情変更の原則を承認し，通説が示した4要件
に基づいて適用を判断してきたといえる。しかしながら，最高裁判例において
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事情変更の原則の適用を認めた事例はない。特に改訂に？いては，大審院を通
じても認められない。この点で，最高裁は，事情変更の原則の適用に厳しい態
度を示していると理解されている。近時の事案たる【5】事件でも，事情変更
の存在は認定しながら，厳しく予見可能性基準，帰責性基準を適用している。
さらに，サブリース契約における賃料減額請求の可否が争われた最判平成15
年10月21日民集57巻9号1213頁は，借地借家法上の賃料減額請求の可能性
を認めながら，「事情変更の原則」に言及することを慎重に避けており，内田
貴教授は，「事情変更の原則に足を踏み入れるのを避けようとする最高裁の強
い態度が見て取れる」と指摘している（31）。
　他方で，下級審判決に目を転じれば，積極的に改訂を認めた事案も存するほ
か，学説からは批判が加えられているものの，改訂請求せずに解除の請求がな
された場合に，これを否定した事案も認められ，契約関係の継続が望ましいと
考えられる場面では，改訂を行うことに積極的な姿勢を認めることも可能であ
る。
　また，本稿では，検討対象としていないが，契約類型ごとの取扱いも注意す
べきである。すなわち，等価性障害ということでは，賃貸借契約における賃料
増減額請求や請負契約（とりわけ定額請負契約）における契約代金の増額といっ
た紛争類型が存する。賃貸借契約においては，借地借家法上賃料増減額請求権
の規定のもとで議論が行われ，請負契約においては，約款上，代金増額につい
て定められている（32）。これらは，契約の特殊性から等価性障害が発生する蓋然
性を予定していると評価でき，等価性障害の蓋然性の低い（事情変更の予見不
可能性の高い）売買契約における事情変更の原則の問題とは同視し得ない面が
ある。
　また，通貨価値の変動に基づく消費貸借への事情変更の原則に関しては，事
情変更の重大さにもかかわらず，適用が否定的に解される点も㈹，名目主義の
尊重というその他の類型とは異なる特殊性を前提にして限定的に評価すること
も可能であろう。
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（5）まとめ一伝統的な「事情変更の原則」の特徴一
　売買契約における等価性障害類型を中心に，判例に検討を加えてきたが，原
則的に判例における判断枠組みは，通説たる勝本＝五十嵐説と共通していると
いえよう。我妻博士が，事情変更の原則につき，「新しい契約理論から当然に
認められるべきものであるから，特別の立法のない場合にも，いたずらに反情
を示すべきではない。然し，その適用には慎重なることを要する」と述べるよ
うに（3‘），同原則は，pacta　sunt　servanda原則（以下「pacta原則」とする）
との関係における例外法理として位置づけられてきたといえる。
　もっとも，勝本博士が主張した理論が学説や判例によって洗練されていく過
程の中で，諸要件の意義や理解が変化したものもある。たとえば，帰責事由要
件について，勝本博士は，天災事変や経済変動等の絶対的不可抗力事由以外の
事由を排除する意図を持っていたが，現在では，履行遅滞中の事情変更を除外
する要件として理解されることもある。さらに，その要件としての機能に疑問
も向けられている（35）。
　また，従来の見解では，判例の検討から明らかであるように，「予見可能性」
要件と「信義則」要件が大きな役割を果たしてきたが，これらの位置づけに対
しても近時批判が加えられている。予見可能性要件は，契約が将来リスクを念
頭に締結されるという性質に鑑みると，適用を制限する要件としては説得力を
有するが，実際上適用を肯定する基準として機能することは困難である。それ
を肯定するのは，事情変更の深刻さ，重大さにゆだねられ，この点については，
従来「信義則」要件のもと相関的に判断されてきたといえよう（36）。
　さらに，かかる判断枠組みのもとで，下級審判例に目を転じれば，契約を改
訂した事案があり，そこでは，契約改訂権の濫用といえるような，契約改訂に
際して起こりうる問題が現れていた。裁判所は「後見的」ともいうべき姿勢で
結果的妥当性を目指した判断を示すこともあったことが確認できる。
　以上のような，判例における事情変更の原則の展開，定着の仕方というのは，
一般理論として広範囲の適用可能性を有していた勝本理論の適用場面を制限す
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ることを目指して，厳格な運用をする一方で，いったん適用が肯定された場合
には，結果的妥当性を重視した判断を下すというものと整理できよう。
3．近時の「事情変更の原則」論
（1）事情変更問題に関するパラダイムの転換
　①　基礎理論
　近時の「事情変更の原則」論は，従来の議論と比較すると，基礎理論，比較
法の面においても，判断枠組みについても大きな変容が認められる。
　（i）関係的契約理論と事情変更の原則
　内田貴教授は，近時の契約法の各種の責任，義務の拡大現象を共同体におけ
る内在的規範＝関係的契約規範が実定法に取り込まれたものとし，「社会関係
の中にある規範が当事者の意思表示の暗黙の前提となっているような契約」，
「長期契約の当事者が，事情変更の原則のような契約に柔軟性をもたらす法原
理（柔軟性原理）を暗黙の前提として契約を締結するような場合」を「典型的
な関係的契約」とする㈹。
　事情変更の原則は，長期契約における「柔軟性原理」の現れとされ，「長期
契約においては，将来生ずる様々な事態には不確実性が大きく，それに対する
対応を契約締結の時点で全て合意しておくことがあまりにコストが大きいため，
将来の大きな事情の変更に際してどのような対応をするかをオープンにして契
約を締結することがある。当事者が明示的にそのような意思を表示していなかっ
た場合も，将来の事情変更に際しては改めて契約内容について再交渉を行うと
いう意思を合理的な意思として黙示に契約に読む込むことが適切な場合が少な
くない。また，当事者が契約の締結に当たって考慮していなかったリスクが顕
在化した場合に，もとの契約を文言どおり強行することは，客観的に考えても
合理であるとはいえない」として肯定される（38）。
　一方，「古典的契約」は「あり得るリスクを当事者が全て考慮し，…契約の
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中に盛り込むことを意図しているような契約」として対置されている。古典的
契約観では，契約締結時に将来起こりうる諸事象を現在に置き直して合意をす
ると解する現在化が背景とされるのに対して，長期契約や継続的契約において
は，「将来のことはブランクにしておいて，実際にその事態が発生したときに
改めて交渉して決める方が合理的であるという考え方」が背景にされるとい
う㈹。そして，事情変更の原則を「合意を破るわけではなく，合意されていな
い部分，つまり処理されていないリスクを埋める法理」であると解し，契約を
「ぬり絵」と表現して「色をぬることが出来ない部分」として事情変更の原則
を位置づける見解を示している㈲。
　以上のような内田教授の見解は，かかる場面における事情変更問題につき，
契約観，契約理解の変化から従来の「事情変更の原則」論の再定位を示すもの
と理解できよう。
　㈲　交渉促進規範理論と事情変更の原則
　一方，交渉促進規範理論を主張される山本顯治教授は，「法のプロセス化」
が「法の影響下での交渉」を促進する規範として現れるとし，問題そのものの
解決については，当事者の「交渉に委ねつつ，法はこの交渉を規律し促進する
役目を担う」とする。そして，契約法とは「当事者間の交渉関係の適切な規律
を第一に担うもの」と理解される契約規範＝交渉促進規範と位置づける（4％
　事情変更の原則は，契約の解除あるいは契約の改訂につき，「当事者の主張
を要件とすることにより，契約解除あるいは契約内容改訂をにらみつつ事情の
変化に即した交渉が当事者間でなされることを促そうとする」契約法に存する
基本的なポリシーが見出されると位置づけられている（42）。
　②国際的動向の影響
　また，比較法的にも，事情変更の原則に関連する規定が定められたことも影
響力を有していよう（43）。
　ユニドロワ国際商事契約原則（PICC）（1994年版，2004年版）におけるパー
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ドシップに関する6．2．2条，6．2．3条，ヨーロッパ契約法原則（PECL）（1995
年版，2000年版）における事情の変更に関する6：ll1条（2000年版）の規定
が定められていることは，周知のことであるが，事情変更を顧慮する規定を意
図的に規定しなかった1980年の国際物品売買契約に関する国連条約（CISG）
から大きな転換が認められる。
　また，事情変更の原則が紹介されて以来，わが国の議論に影響を与え続けて
きたドイツでは，学説・判例における議論をふまえ，ドイツ民法典の改正
（2002年施行）の結果，行為基礎の障害（BGB　313条）規定が定められ，事情
変更の原則を規律することの重要性が改めて意識されている。
　さらに，スタディーグループ（Study　Group　on　a　European　Civil　Code）
およびアキグループ（Reseach　Group　on　EC　Private　law＝Acquis　Group）
による「共通の準拠枠組み・準備草案（Draft　Common　Frame　of　Refer－
ence＝DCFR）」の暫定概略版（2008年）にも第3編1：110条に「事情の変
更における裁判所による改訂および解消」として事情変更の原則に関する規定
が設けられている㈲。
　かかる国際的動向は，後述するわが国の近時の議論に少なからず影響を与え
ている。
②　新たな契約類型，紛争類型
　①また，近時の議論は，従来の議論が念頭に置いていなかった契約類型や
紛争類型を念頭に置いていることも考慮する必要がある㈹。
　新たな契約類型としては，上記の内田教授の見解にみられるように，（1｝XX続
的取引がしばしば言及されるほか㈲，国際取引モデル法におけるハードシップ
規定の重要性などを背景として②国際取引契約における議論の影響も認められ
る。また，北山教授による（3）資源開発契約を念頭にした契約の改訂についての
議論や㈹，平井教授の（4）「組織型」契約（企業間契約）として，たとえば，フ
ランチャイズ契約，下請契約などの市場の枠組みそのものを組織に近づける契
約（「中間組織」の問題）を「市場型」契約（牛乳などの継続的購入契約，電
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力供給契約など）と対置させる見解が注目される㈹。もっとも，平井教授は，
かかる場面でも，事情変更の原則の適用には否定的である（‘9）。
　②裁判に現れた事案においても，㈲サブリース契約における賃料減額問題
が注目され，議論も多くなされているが，最判平成15年10月21日民集57巻
9号1213頁が賃料減額請求を認め，事情変更の原則に基づいてではないもの
の，事情変更を顧慮する判断をした㈹。これに対して⑥ゴルフ場会員権預託金
返還訴訟に関して，福島地判平成11年8月20日判タ1035号161頁は，事情
変更の原則の適用を否定している。また，（7）不動産の値下げ販売は，最判平成
16年11月18日民集58巻8号2225頁が不動産業者の説明義務違反に基づく
慰謝料請求を認めている㈹。不動産値下げ販売に関しても，契約の履行自体は
既に終了しており従来の事情変更の原則の問題とはいえないものの，学説は事
情変更の原則に言及しており，広義の事情変更問題と解することもできる。⑧
企業年金訴訟については，大阪高判平成18年11月28日判時1973号75頁が
給付額の変更を認めている（52）。
　③このように近時の議論がそのきっかけにしたり，念頭に置いた契約類型
は，前章で検討したような通説が議論の前提にしていた契約類型，紛争事案と
は異なる面も有している。内田教授のいう「古典的契約観」に典型的に現れて
いるといえようが，近時の議論と従来の通説の議論とを検討する際には，この
点をいかに考えるかが重要である。
（3）事情変更の原則の体系上の地位に関する議論
　①事情変更の原則を民法の体系の中でどのように位置づけるかに関しては，
従来，pacta原則との対比において例外的な位置づけを与え，その正当化根拠
として信義則に基づく判断枠組みを前提としていた。近時，かかる通説に対し
て，リスク分配の問題として契約内容の確定過程に取り込むことを主張する見
解が主張されている。
　吉政准教授は，ドイツにおいてフルーメやフィケンチャー等の主張したリス
ク分配論の立場から，従来，事情変更の原則が取り扱ってきた問題を，「両当
一136一
近時の「事情変更の原則」論の変容と「事情変更の原則」論の前提の変化について
事者によって自律的に設定された契約規範において，当該事情変動を克服して
給付を行うことが引き受けられているのか，という点こそが問題にされなけれ
ばならない」とし，「契約内容の確定の問題」に事情変更法理を吸収するべき
と主張する㈹。
　②これに対して，潮見教授は，吉政説の問題提起を踏まえ，リスク配分規
範の二元的把握（リスクニ分論）を主張する（M）。すなわち，潮見教授もclausula
原則は，pacta原則を制限するもの（意思に対する制限）ではないと理解して
いる。それに加えて，pacta原則に割り当てられた原則＝自律的契約規範と
clausula原則に割り当てられた危険分配＝他律的規範を区別する（55）。
　すなわち，危険について「通常の危険を前提として設定された契約上の危険
分配」と「通常の危険を越える異常事態」とを分け，後者に関しては，他律的
規範が必要とされるという。したがって，「事情変更が問題とされるには当該
リスク分配が契約内容になっていないことを要する」ことになる。潮見教授に
よれば，契約内容になっているリスク分配は，契約の内容確定過程の問題とし
て処理しうるが，事情変更の原則や行為基礎論が問題となる場面は，契約で引
き受けられたリスクを超えるリスクが発現した場合と位置づけられる。
　③上記のような潮見教授の見解に対しては，山本敬三教授から反論が加え
られている。すなわち「通常の危険を超える異常事態」について「売主（債務
者一筆者注）が克服すべき障害には属さないという指針が取引社会にあり，契
約当事者もそれを前提として契約していると考えるならば，これもまた『契約
によるリスク配分規範』によって処理される問題ということができる」とす
る（56）。
　もっとも，山本敬三教授の見解に対しても，北山教授により，「過度の擬制
が入り込まざるを得ないのではないか」と批判がなされている（57＞ほか，山本
敬三教授がいう取引社会の「一定の指針」が何かを明らかにする際の判断は規
範的なものにならざるを得ず，従来の「信義衡平」，「信義則」による判断と実
質的に差がないのではないかとも考えられる〔58）。
　④本問題は，勝本博士により事情変更の原則が主張されたときから，同原
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則の体系上の位置づけの問題として議論されていたことに関係している。勝本
博士が事情変更の原則の適用対象として念頭に置いたのは，あくまで契約に取
り込め得ない事情変更であり，そこから予見可能性要件が導かれた。契約に事
情変更を取り込むことは，当該事情変更が予見可能であることを前提にし，事
情変更の原則を必要とするまでもないと考えられることになる（59）。それ故，事
情変更の原則は，契約の拘束力の限界法理として，あくまで例外的に適用され
ればよいと考えられることになった。前章で検討した，従来の判例における判
断枠組みは，このような例外法理として同原則をみたとき，支持しやすいもの
といえよう。売買契約における等価性障害の事案や，消費貸借契約における増
額評価の問題を前提にすれば，事情変更の原則の適用は極めて限定的なものと
せざるを得ず，判例はかかる場面で厳格な判断を示してきた。
　これに対して，近時の紛争類型とされるものは，その性質上，将来の事情変
更の蓋然性が高いという意味で事情変更の予見可能性がある一方で（抽象的予
見可能性），具体的に事前の対処は困難であるという性質を持つ（具体的対処
困難性）。上記の基礎理論においても，かかる現代型の事情変更問題の性質は
意識されているように思われる。賃貸借契約における賃料自動改訂特約や長期
契約における協議条項はかかる場面に対処するための手段であるが，これらの
問題は，勝本博士が事情変更の原則を定立，主張した際には除外された場面が，
契約観の変貌と共に中心的問題になってきたといえるのではなかろうか。
　その意味では，事情変更の原則の対象となる場面が変容したことで，事情変
更の原則の体系的位置づけや正当化根拠も変容している面があるように思われ
る。
（4）新たな判断枠組み
　近時の議論の前提には，事情変更問題の対象とされる紛争類型が変容してい
ること，さらに民法体系上の地位に関する議論が存している。近時指摘される
新たな判断枠組み，立法提案を評価する際にも，かかる点に注意する必要があ
ると考えられる。
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　①　五十嵐提案
　近時公表された民法典改正に関する論稿において，五十嵐教授が事情変更の
原則に関する提案をされている。五十嵐教授の提案は，以下の内容の規定を民
法典の債権総則か契約総則に設けるべきであるというものである。
　「契約締結後，その基礎となった事情が，当事者の予見し得ず，かつその責
めに帰することのできない事実の発生によって変更し，このため当初の契約内
容に当事者を拘束することが極めて過酷となったときは，この変更によって不
利益を受けた当事者は，契約の調整（または『改訂』）または解除を求めるこ
とができる。」（6°）。
　五十嵐教授の提案は，従来の判例や学説，比較法研究などの五十嵐教授が事
情変更の原則研究において積み上げられてきた検討をふまえたものである。伝
統的な見解を反映した提案として，現在における通説の立場が示されていると
いえるであろう。ただし，従来から示されてきた「信義則」要件が当事者を当
初の契約に拘束することが「極めて過酷」になったという要件に代わっている。
この点は，「信義則」要件が基準として曖昧であることから，「過酷」さという
形で，事情変更の重大性を反映させたといえようか。
　②能見提案（契約の改定に関する提案E）
　やはり，従来の判断枠組みに近い提案として能見教授による提案がある㈹。
　「1契約締結後に発生した事情により，契約文言どおりの拘束力を認あては，
一方の当事者に不相当な不利益が生じることで信義に反する結果になる場合に
は，当該事情が契約当事者にとって予見できなかったものであり，かつ，その
発生が当事者の責めに帰すことのできない事由によって生じたときに限り，不
利益を受ける契約当事者は，相手方に契約条件についての再交渉を求めること
ができる。
　2　前項の場合において，契約当事者の間で契約の再交渉が合意に至らなかっ
たときは，裁判所は，当事者の申立により，契約の解除または改定を命じるこ
とができる。ただし，契約の改定命令を受けた当事者は，改定された契約では
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不相当な不利益をこうむる場合には，契約の解除を求めることができる。」
　本提案は，効果に関して再交渉を積極的に取り入れる点に特徴があるといえ
ようが，要件に関しては，「予見不可能性」「無帰責性」「信義則」といった従
来の通説を顧慮したものにとどまっている。
③　潮見説
　これに対して，潮見教授は，従来の通説の要件論は，事情変更の原則のルー
ルを適用するための要件らしきもの（「事情変更」「予見不可能性」「無帰責性」）
と，事情変更の原則を支える思想（「信義則」）が同列に要件事実としてあげら
れていること，なぜ「契約は守られるべし」との原則が否定されるか要件上に
反映されていないと批判し，次のような要件を示している（62）。
　「①ある出来事が生じたことにより，当事者の一方の履行費用が増大するか，
または，当事者の一方の受ける価値が減少することによって，『契約の均衡』
に重大な変更がもたらされたこと。②その出来事が契約締結後の時点で生じた
か，または不利益を被った当事者が契約締結後の時点でその出来事を知ったこ
と。③その出来事は，契約締結時点で不利益を被った当事者により合理的に見
て考慮に入れられることができないものであったこと。④その出来事が，不利
益をこうむった当事者により引き受けられていなかったこと。」
　PICCやPECLの検討をふまえた見解であり，従来の枠組みとはだいぶ異なっ
た判断枠組みが提示されている。
　潮見説の特徴は，要件の具体化を意識している点に認められる。従来の「信
義則」要件は，「契約の均衡」に変更されているものと解されるほか，「予見可
能性」要件および「無帰責性」要件がリスクの引受け及び事情変更の考慮不可
能性といった基準に変更されている。
④民法（債権法）改正委員会（第1準備会）案（「事情変更制度」）
　近時民法（債権法）改正委員会による債権法改正検討にさいして，第1準備
会から，あくまで検討過程であるが，提案がなされている（2008年3月18日）。
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今後，同委員会案が示されることになり，内容が変わることも考えられるが，
潮見説と同様，PICCやPECLの影響を伺うことができるものであるので，若
干言及したい（63）。
「【1－10－1】
（1）契約締結に当たって当事者がその基礎とした事情に変更が生じた場合で
　も，この事情の変更によって不利益を受ける当事者（不利当事者）は当該
　契約に基づいて負う義務を免れない。
（2）ただし，事情の変更が次の要件を満たすときは，この限りでない。
　（7）当該事情の変更が，契約当事者の利害に著しい不均衡を生じさせ，ま
　　たは当初契約の目的実現を不可能にする重大なものであること
　tr）当該事情の変更が，契約締結時に生じたこと
　㈲　当該事情の変更が，契約締結時の不利当事者にとって予見し得ず，不
　　利当事者の統御を越えていること，かつ
　（r）当該事情の変更についてのリスクが，合意によって不利当事者によっ
　　て引き受けられてはいなかったこと」
　委員会第1準備会によれば，本案は，（1）として契約尊重の原則を示すことで，
事情変更の原則（同案は「事情変更制度」としている）の例外性をまず確認し
ているとする。
　そして，従来の判断枠組みに対しては，「事情変更」要件は，事情変更の発
動を制御する意味内容は乏しいこと，裁判例において絞りとして重要な機能を
営んでいるのが，「予見不可能性」要件ならびに「信義則」要件であること，
「無帰責性」要件は「予見不可能性」要件と区別される機能を営んでいないと
評価している。その結果，「事情変更」および「信義則」要件を整理して，（2）
（ア）の要件とし，「予見不可能性」および「無帰責性」要件を整理して（ウ）とした
と説明する。リスクの引き受けに関する（r）要件は事情変更制度の例外性を示す
ものであると説明されている。
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効果に関しては，次のように提案している。
「【1－10－2】
（1》事情の変更が【1－10－1】（2）の要件を満たすときは，不利当事者は契
　約改訂のための再交渉を求めることができる。
　（ア）不利当事者は再交渉の申し出を遅滞なく行わなければならない
　←／）当事者は再交渉を信義則に従って行う義務を負う。
　（ウ）再交渉のための合理的な期間内において，一方当事者は救済のための
　　履行請求権を行使することはできないが，相手方は遅滞の責めを免れな
　　い
②　前項にしたがい，再交渉を尽くしたにもかかわらず契約改訂の合意が成
　立しない場合には，当事者は，
　（7）裁判所に当該契約の解除を求めることができる。裁判所は，解除を認
　　めるに際して，適切な原状回復および金銭的調整のための条件を付する
　　ことができる。
　←f）裁判所に，契約の改訂を求めることができる。裁判所は，変更した事
　　情および当初契約の内容にてらして，信義則に従い，合理的に可能であ
　　れば契約を改訂することができる。」
　第1項は，近時の傾向に従った，再交渉義務を1次的効果とする提案である。
もっとも承諾義務は含まれておらず，再交渉に応じない相手方へのサンクショ
ンは，損害賠償義務が想定されている。第2項は，2次的効果として解除権な
らびに司法的改訂権につき定める。
　本提案では，再交渉が手続き要件として組み込まれており，従来の判断枠組
みに比して近時のモデル法等の傾向を反映するものとなっている。
　⑤検討
　五十嵐提案に示された従来の判断枠組みと潮見説，民法（債権法）改正委員
会第1準備会案とを比較すると，実質的な相違はないと説明されているもの
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の（6‘），PICCやPECLの規定の影響のもと，要件については具体化が進められ
ていること，効果に関しては，再交渉過程を積極的に盛り込んだ提案になって
いることが分かる。
　従来より，判例学説＃定着していると考えられてきた事情変更の原則である
が，上記の判断枠組みの変遷から，それが変容していることを認めることがで
きる。
　民法（債権法）改正委員会第1準備会案で示された要件を整理すると，（7）
「重大な不均衡」または「目的実現不可能」という結果の発生，（イ）後発的事情
変更，（ウ）「予見不可能性」「統御不可能性」，（r）リスクの引受ということになる。
　従来の要件と相違する点として，「信義則」要件が，「重大な不均衡」または
「目的実現不可能」という要件に修正されているが，これは，信義則要件の判
断基準として議論されてきた3類型のうち，等価性障害と目的不到達の類型に
相当するといえ，給付困難（ないし経済的不能）の類型は明示的にはあげられ
ていないことになる。
　また，「予見不可能性」要件は残されているほか，「無帰責性」要件は，事情
変更の「統御不可能性」に修正されている。この点では，勝本博士の意図した
「無帰責性」要件の機能に近づいたといえる㈹。もっともかかる「統御不可能
性」といった基準は，不能ないし不可抗力規定になじむ基準である。事情変更
規定と不能規定との関係を考慮したとき，かかる要件を採用することについて
は疑問の余地もあろう㈹。
　また，民法（債権法）改正委員会第1準備会案では，「予見不可能性」要件
と別個にリスクの引受という要件を定めているが，「予見不可能性」要件をリ
スクの負担という要件に昇華すべきであるという指摘が従来よりあることに鑑
みると㈹，両者を別個の要件とする意義があるかは疑問である。
　むしろ，「予見不可能性」要件が従来果たしてきた機能を考慮すれば，事情
変更の原則の適用を制限する基準である「リスクの引受」という要件と，事情
変更の原則の適用を肯定する基準である「事情変更の重大性」要件に展開する
べきではなかろうか（68）。
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⑤　まとめ
　従来の判断枠組みからの変容という視点から，近時の議論に検討を加えてき
た。近時の議論の特徴として次の点を示すことができるのではなかろうか。
　第1に，基礎理論において示されていたように，契約観の変容を背景にして
事情変更が起こった場合でも，契約の継続を前提にする傾向を認めることがで
きる。これを反映し，効果を重視する傾向が認められよう。
　とりわけ，従来の判例においては，司法的改訂を念頭に契約の改訂は論じら
れてきたが，近時は，契約改訂プロセスにおいて「再交渉義務」を取り込むこ
とが行われている。国際的なモデル法やそれをふまえたと思われる民法（債権
法）改正委員会第1準備会案も「再交渉」過程を取り込んだ規定となっている
が，この背景には，現代型の紛争類型，契約観が存していると思われる。
　第2に，近時の提案では「等価性障害」類型を中心にした構成が採られてい
る。たとえば，PICC　6．2．2条は，要件に「契約の均衡」文言が存し，潮見説
の要件にも「契約の均衡」の文言が含まれている。この点で，民法（債権法）
改正委員会第1準備会案が「重大な不均衡」に加え，「目的実現不可能」をあ
げているのは，従来の議論を意識しているということであろうか。
　もっとも，ドイツ民法313条の起草理由によれば，ドイツ法の規定は，従来
の3類型（等価性障害，給付困難，目的不到達）を前提としている〔69）。
　第3に，事情変更問題が多様化していることとともに，抽象的な予見可能性
を前提にした上で，事情変更問題が「通常」化していることを反映して，事情
変更の原則が「例外法理」から脱却しつつあるのかどうかという問題があるよ
うに思われる。基礎理論において，しばしば，「プロセス志向」という表現な
どがされる場合には，契約関係が存在・存続している間の事情変更を取り込ん
だ契約理論が念頭に置かれることになる。事情変更の原則が民法体系上どのよ
うに位置づけられるか，どういう機能を有するかという問題と関係していると
思われるが，どのようにして事情変更の顧慮を正当化するかという問題と共に
考えていく必要があるのではなかろうか。
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　また，債権法改正に際して事情変更の原則規定を設けることについては，通
説的見解が形成され，少なくとも判例上一般論として定着していることから賛
成する。その際，どのような規定を設けるべきかに関しては，上記のように，
従来の通説に準じた提案と民法（債権法）改正委員会第1準備会案のように近
時の国際取引法などを参照したと思われる提案が示されている。近時の提案は
魅力的であるが，再交渉義務の位置づけなど，判例理論など定着している考え
方と余り乖離しないように留意すべきであると考える。
4．むすびに代えて
　（1）本稿では，従来の「事情変更の原則」論がどのように判例において適用
されてきたかを確認した後，近時の議論を紹介し，判断枠組みを含めてその前
提となっている場面が変容していることを検討してきた。当初の「事情変更の
原則」論が妥当する場面というのは，かなり限定的なものであったことに比べ，
近時議論される場面は，それを超える広がりを有している。筆者自身は，事情
変更の原則の体系的位置づけに関して，以前より狭義の「事情変更の原則」を
当事者の合意（契約）に全て取り込むことは困難であると考えてきた。その考
え自体は，今でも変わってはいない㈹。一方で，現在では，狭義の「事情変更
の原則」の対象には含まれないが，広義の事情変更問題として位置づけるべき
問題がより重要となっていると理解することができるように考えている。
　事情変更の顧慮は，通説によれば，信義則判断のもと最終的に判断されるが，
一般的には①事情変更の重大性と②契約におけるリスク分配の相関関係により
判断するという基本構造を有していると考えられる。さらに，契約におけるリ
スク分配には，契約締結当初のリスク分配と事情変更が生じた際に機能すると
考えられる事情変更後のリスク分配の転換も考えられる。しかし，リスク分配
論の立場からは，一見リスクの分配の転換のようにみえたとしても，それも含
めて契約締結当初のリスク分配において事前に考慮されていたと考えるべきで
あると思われるから，ここでは，かかるリスク分配論の理解を前提にして，事
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情変更法理の検討の視点を提示してむすびに代えたい。債権法改正により事情
変更の原則に関する規定が設けられたとしても，かかる視点の重要性は変わら
ないと考える。
　②　既にみたように，従来，学説，判例は上記の①，②の事情を要件に反映
し，あるいは判断に際しての考慮事情として議論を行ってきた。そして，近時
は，①事情変更の重大性から②のリスク分配へ議論の重点が移行していること
を認めることができよう。
　すなわち，契約への事情変更をいかに顧慮していくかを問題とする事情変更
問題に対して，狭義の事情変更の原則は，①の事情変更の重大性を重視した法
理論であったと理解できるように思われる。勝本博士の議論を②契約における
リスク分配（とりわけ契約締結当初のリスク分配）の視点から分析すると，事
情変更を顧慮することが厳しい契約類型を念頭に置いたものであったと評価で
きる。
　抽象的に述べるのであれば，勝本博士の理論，さらにそれを前提にしている
従来の通説，判例は，実際上の結論はさておき，理論的可能性としては，単発
的な売買契約，名目主義と結びつく消費貸借契約といった契約であっても，著
しく重大な事情変更が生じた場合には，事情変更を考慮して，契約は改訂ある
いは解除され得ると解する余地がある点に特徴がある。これは，一般原則とし
て事情変更の原則を捉え，あらゆる場面であっても，適用可能性のある理論を
構築しようとした場合，もっとも適用可能性の低いような場面を念頭に置いた
議論をする必要があったたあであると評価できる。それゆえ，このような事情
変更の原則を想定すれば，その適用のたあのハードルは当然高くならざるを得
ない。単発的売買や消費貸借契約のような，契約の中にリスク分配の転換につ
いて手がかりがないか，リスク分配の転換を考えにくいような場面であっても，
事情変更が顧慮されうるとすれば，それは究極的には①の事情変更の重大性に
よらざるを得ないであろう。
　（3）　しかしながら，事情変更問題が現れる場面の多くは，かかる場面に限定
されないと考えられる。それゆえ，近時の議論においては，当初の議論が抽象
一146一
近時の「事情変更の原則」論の変容と「事情変更の原則」論の前提の変化について
化の過程で捨象した場面を再び取り込むことが行われていると解することがで
きるように思われる。近時の議論では，②のリスク分配の内容，メカニズムが
注目されるようになり，それぞれについて検討が加えられつつあるといえよう。
たとえば，近時の議論の前提になっているものとしては，契約の長期性・継続
性，契約の複雑化といった属性の変化や，投資契約などリスクを取引の対象と
する契約の現代社会における重要性の高まり，国際的な取引の増大などがある。
これらは，契約の現代化現象という文脈の中で理解されるべきであるが，契約
の特殊性に注目することが要請される場面でもある。すなわち，個々の契約の
特殊事情が事情変更問題の処理においても重要になってくると理解できる。か
かる事情の分析作業は②の契約におけるリスク分配の分析と重なる面もあり，
①から②への移行という近時の議論は，これらの事情を反映していると理解で
きるのではなかろうか。
　（4）もっとも，契約におけるリスク分配といっても，そこには，実際上多様
な要素が入り込んでいる面がある。この点につき，近時大いに議論された事情
変更問題としてサブリース契約における賃料減額請求があるので，これを素材
にして簡単に論じると次のようになる㈹。
　まず，判例理論の採用した枠組みは，賃料増減額請求権を定める借地借家法
32条1項の強行法規性を強調することで，賃料自動改訂特約などがあったと
しても同条項を適用し賃料の減額可能性を認めるというものであった。この問
題をリスク分配の視点から見るならば，当事者の賃料に関する特約を重視して，
当初契約の賃料を重視することが考えられる（適用否定説）。かかる見解は契
約制度の基本的発想になじむため，これを反映して借地借家法32条1項の適
用を制限するため，同条項の強行法規性について，近時は，従来の強行法規理
解と異なることを強調した議論が行われている（72）。しかしながら，サブリース
契約に関する判決以降の最高裁の判例は，かかる学説の方向性とは異なり，む
しろ従来と同様の強行法規理解になじむ判断を示している（適用肯定説）㈲。
この場面は，特別規定が存する場面であるので，一般化はできないが，構造と
しては，当初のリスク分配の転換が認められた場面と解することができる。そ
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して，このような構造は，契約におけるリスク分配という視点からも，当初の
リスク分配の限界を超える事態が生じたときにはリスク分配の転換が生じうる
という，②リスク分配の問題の中に①の事情変更の重大性が取り込まれるといっ
た形で理解できよう。
　近時の②のリスク分配の強調という方向性は，伝統的にpacta原則との対
立で理解されてきた事情変更問題をpacta原則の中に取り込むことで対立を
解消するものと理解することもできるが，リスク分配の転換といった場面も含
めてリスク分配を理解すると，いずれかの段階でpacta原則の限界にぶつか
らざるを得ない面もあるといえよう。
　㈲　そのように理解したとしても，②のリスク分配への注目という近時の方
向性には大きな意義があると考えられる。
　すなわち，事情変更の原則の適用を考えるとき，その適用を認めたことがそ
の他の場面に波及することを限定することが重要になってくる。従来，事情変
更の原則が例外的であると強調されてきたのは，これを肯定することが契約制
度の根幹を揺るがすことにつながる面を有しているためである。それゆえ，最
高裁が一般論として事情変更の原則を認めつつ，その適用に慎重であるのは支
持される。他方で，広義の事情変更問題が生じた場合には，上記のサブリース
における賃料減額請求におけるように，学説からの批判が存するとしても，事
情変更を考慮する姿勢を示す場面が存在している。この点で，適用を限定しつ
つ，事案の結果として事情変更を顧慮するためには，事案の個別事情に着目す
ることが望ましい。当事者の合意や契約締結過程などを考慮して，リスク分配
について一定の合意が存在していることを論拠とすることは，リスク分配の転
換が認あられる場面に広げた場合でも，あくまで，当該事案の個別事情に基づ
く判断であるから，他の事案への影響は限られる。この点で，事情変更の原則
の適用を一般的に肯定した場合に予測される反響を考慮するならば，①の事情
変更の重大性に端的に基づいて事案を解決するよりも，よりきめ細かい判断が
可能となること，事情変更の原則の有する契約制度との矛盾という緊張関係を
理論的に緩和させることが期待できよう。
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　また，近時のモデル法や，それを踏まえた債権法改正提案において事情変更
の原則の第1次的効果として議論されることが多い再交渉義務に関しても，一
般的に事情変更の原則の効果として考えるよりも，当該個別事案における契約
締結過程を含めた契約解釈の中で，端的に協議条項が含まれている場面に限ら
ず，再交渉を認めることが肯定されるようなケースを認めることも可能なので
はなかろうか。
　（6）以上のように解した場合，①を重視する当初の「事情変更の原則」論と，
②を重視する近時のリスク分配論との関係は，対立するものとして理解するの
ではなく，並立，補完するべきものであるように思われる。既にみたように，
リスク分配を強調する立場に立っても，①事情変更の重大性を根拠に当初のリ
スク分配の転換が認められる場面もあることや，実際上事情変更問題が生じる
事案というのは，当初の「事情変更の原則」論が念頭に置いた場面に限定され
ず，むしろ捨象された事情変更の蓋然性の高い場面こそが重要であると解され
るためである。
　　　　　　　　　　　　　　　　〈注〉
（1）　わが国において民法改正，債権法改正が論じられる際には，事情変更の原則の
　採用が論じられることが多い。本稿でも取り上げるが，たとえば，先駆的なもの
　　として能見善久「履行障害」山本敬三ほか『債権法改正の課題と方向一民
　　法100周年を契機として一』別冊NBL　51巻103頁以下（1998年）があるほ
　　か，民法（債権法）改正委員会第5回全体会議資料68頁以下（http：／／www．
　　shojihomu．or．jp／saikenhou／shingiroku／shingirokuOl3．pdf）に同委員会第1
　　準備会の案があげられている。また，五十嵐清「事情変更の原則の立法をどう考
　　えるか」椿寿夫ほか編「法律時報増刊民法改正を考える』（日本評論社，2008年）
　　272頁も参照。なお，第72回日本私法学会シンポジウム資料として配付された
　　民法改正研究会『日本民法改正試案』（平成20年10月3日仮提出，暫定仮案，
　　第2分冊：債権法）は，研究会正案として，「事情変更による解除の根拠規定を
　　置くことは，それを理由とする履行拒絶を誘発する危険があるので，事情変更に
　　ついては規定しない」旨述べている（同16頁）。副案としては，475条に「事情
　　の変更による解除等」として「契約が成立した後に，契約の基礎となっていた事
　　情に著しい変更がある場合において，次の各号のすべてに該当するときは，事情
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　　の変更により不利益を受ける当事者は，相手方に対し，相当の期間を定めて契約
　　の改訂を請求し，その期間内に契約の改訂につき合意に達しなかったときは，そ
　　の契約を解除することができる。一　当事者が当該事情の変更を予見することが
　　できなかったこと。二　当該事情の変更につき当事者に帰貴事由がないこと。三
　　当事者が当初の契約内容にしたがった履行を強いられることが著しく信義に反す
　　ると認められること。」と定める。副案は，従来の通説に従った案と解されるが，
　　正案として事情変更の原則規定を設けないとしたことは，事情変更法理の持つ契
　　約制度との緊張関係に対する1つの立場として評価できよう。同研究会は，その
　　後，「日本民法改正試案・仮案（平成21年1月1日案）」判タ1281号5頁以下を
　　提示しているが，事情変更の原則に関しては，正案は規定せず，副案が476条に
　　条文が代わったのみで内容上変更はない。なお，事情変更の原則を明文化するこ
　　とに同研究会代表の加藤雅信教授は，民法（債権法）改正検討委員会全体会議
　　（第2回）議事録（39頁）においても反対している（http：／／www．shojihomuor．
　　jp／saikenhou／shingiroku／shingirokuOO2．pdf）。
（2）　本稿は，拙稿「事情変更の顧慮とその判断過程について（1・未完）（以下「判
　　断過程について」とする）」成城法学75号59頁の構成を変えた続稿としての性
　　格を有している。前稿は，勝本説の検討が終了した時点で中断しているので，本
　　稿ではそれ以降の展開を追う。前稿と記述が重複することはできるだけ避けてい
　　るが，構成を変えたことにより，若干の重複が存在することをお許し願いたい。
（3）　筆者が理解する広義の事情変更の原則と狭義の「事情変更の原則」については，
　　拙稿「判断過程について」63頁以下を参照。
（4）勝本正晃『民法に於ける事情変更の原則』（有斐閣，1926年）567頁。勝本博
　　士の見解については，拙稿「判断過程について」65頁以下で検討している。ま
　　た，その際，五十嵐清教授の見解についても言及している。
（5）　要件について，五十嵐清『契約と事情変更（以下五十嵐『事情変更』とする）』
　　（有斐閣，1969年）152頁以下，効果につき164頁以下。なお，勝本博士の示し
　　た要件は，①事情の変更ありしこと，②事情変更は主として債権関係を発生せし
　　むる法律行為をなしたる後，債権関係消滅以前に発生すること，③事情の変更は
　　当事者によりて予見せられず，かつ予見し得ざる性質のものなること，④事情の
　　変更は当事者の貴に帰すべからざる事由によって発生したるものなること，⑤事
　　情変更ありたるため，当初の法律効果を発生せしむることが著しく信義衡平に反
　　すること，⑥専ら信義衡平の原則によって解決せられるべき事案に関すること，
　　⑦事情変更の原則の適用を当事者が主張したことであった（これらの要件の意義
　　について拙稿「判断過程について」78頁以下参照）。
（6）　「契約と事情変更」谷口知平＝五十嵐清『新版注釈民法（13）（以下五十嵐「注
　　民」とする）』（有斐閣，補訂版，2006年）〔五十嵐清〕70頁。
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（7）　五十嵐前掲注（6）「注民」72頁。
（8）　五十嵐前掲注（6）「注民」74頁以下。
（9）本件以前にも事情変更の原則の適用事例と考えられる事例も存在している。大
　　判昭和17年10月22日新聞4808号7頁は，再売買予約の事例で臨時農地価格統
　　制令の施行の結果，取引が禁止になった事例である。ただし，本件では当事者の
　　主観的意思を理由にして再売買予約を無効としたため，過渡的な判決であるとさ
　　れている。五十嵐前掲注（5）『事情変更』151頁注（9）。
（10）　五十嵐前掲注（6）「注民」81頁。
（ll）　本件に関しては，拙稿前掲注（2）「判断過程について」93頁注（62）において，
　　学説からの指摘や問題点を検討している。
（12）最高裁において事情変更の原則が認められていないのは，事例の違いに過ぎな
　　いという指摘がある。五十嵐清「判批」民法判例百選H（第3版）98頁（47事
　　件）。
（13）大阪高判昭和27年7月14日下民集3巻7号962頁。
（14）　五十嵐前掲注（6）「注民」74頁。これに対し，勝本博士は，本問題を事情変
　　更の発生時期の問題として捉え，債務者が履行遅滞に陥っていたとしても債権者
　　が不当利得を得ることはできないとして，事情変更の原則の適用を認めている
　　（勝本前掲注（4）576頁）。
（15）　東京高判平成元年4月20日判時1313号131頁（一方で，事情変更の事実の証
　　拠なしと認定もしている），東京地判昭和54年7月20日判タ398号130頁。
（16）
（17）
（18）
（19）
（20）
（21）
東京高判昭和30年8月26日下民集6巻8号1698頁。
金沢地判昭和31年3月24日下民集7巻3号341頁。
大阪地判昭和34年8月29日下民集10巻8号1812頁。
東京地判昭和34年11月26日判時210号27頁。
福岡高裁昭和39年12月9日民集23巻12号2471頁。
札幌地裁昭和51年7月30日判時851号222頁。原告は29年間で4，400倍の
上昇を主張していたが，裁判所は残代金3，000円を400万円に増額評価している。
（22）
（23）
（24）
（25）
プ規定（PICC　6．2．1条）のコメントの変化である。1994年版では，
の変動につき50％以上という例示があった（曽野和明ほか訳『UNIDROIT国際
商事契約原則』（商事法務，2004）148頁以下）が，2004年版では具体的な例示
が消え，「諸事情によるであろう」とされている（UNIDROIT，　PRINCIPLES　OF
INTERNATIONAL　CONTRACTS　2004，　P．184）。
最判昭和56年6月16日判時1010号43頁。
東京高判平成元年4月20日判時1313号131頁
東京地判平成元年12月12日判タ731号196頁。
この点について興味深いのは，ユニドロワ国際商事契約原則におけるハードシッ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　履行コスト
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（26）　五十嵐前掲注（5）『事情変更』165頁，同165頁注（3）。
（27）久保宏之『経済変動と契約理論』（弘文堂，1992年）242頁，内田貴『民法ll
　　債権各論』（東京大学出版会，第2版，2007）77頁。
（28）　小粥太郎「判批」民法判例百選H（第5版新法対応補正版）99頁（44事件）。
（29）五十嵐前掲注（5）「事情変更』165頁，久保前掲注（27）242頁。もっとも解除
　　を第1次的効果として考える見解もある（たとえば我妻榮『債権各論上民法講義
　　Vl』（岩波書店，1954年）26頁，加藤雅信『新民法体系1民法総則』（有斐閣，
　　第2版，2005年）271頁）。
（30）　五十嵐前掲注（5）『事情変更』165頁，久保前掲注（27）243頁。
（31）内田貴「事情変更と契約の拘束力（以下，内田「事情変更」とする）」加藤雅
　　信ほか編『21世紀の日韓民事法学一高翔龍先生日韓法学交流記念一』（信山
　　社，2005年）8頁。
（32）　たとえば，民間建設工事標準請負契約約款（甲）23条（請負代金の変更）は，
　　次のように定めている。
　　　「つぎの各号の一にあたるとき，当事者は請負代金の変更を求めることができ
　　る。
　　　　一　工事の追加，変更，又は工期の変更があつたとき
　　　　二　支給材料，貸与品について品目，数量，受渡時期又は受渡場所の変更が
　　　　　あつたとき
　　　　三　工期内に材料，役務等の統制額又は一般職種別賃金の変更により請負代
　　　　　金が明らかに不適当であると認められるとき
　　　　四　工事が長期（期間は当事者協議して定める）にわたる場合，その工期内
　　　　　に租税の変更，物価賃金の変動によつて請負代金が明らかに不適当と認め
　　　　　られるとき
　　　　五一時中止した工事又は災害をうけた工事を続行する場合，請負代金が明
　　　　　らかに不適当と認められるとき
　　　　六　水道，電気，ガスに関する事業主体の直轄工事に関して，これらの事業
　　　　　費の増減があり，請負代金が明らかに不適当であると認められるとき
　　　2　請負代金を変更するときは，工事の減少部分については工事費内訳明細書
　　により，増加部分については時価によつて甲乙協議の上その金額を定める。」
（33）最判昭和36年6月20日民集15巻6号1602頁（割増金付割引勧業債券につい
　　て，償還時に貨幣価値が下落していても，償還当時の貨幣で弁済することにより
　　免責されるとする），最判昭和57年10月15日判時1060号76頁（軍事郵便貯金
　　について，貨幣価値の下落があっても当然増額修正されるべきという現行法上の
　　根拠はないとした）。
（34）　我妻前掲注（29）26頁。
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（35）　民法（債権法）検討委員会第5回全体会議資料70頁。
（36）　予見可能性が，リスクの引き受けの面と事情変更の重大さを示す機能を果たす
　　ことは，事情変更の原則の古典理論であるclausula　rebus　sic　stantibus理論に
　　おいても認められる。この点について，拙稿「事情変更の顧慮とその妥当性」私
　　法70号150頁を参照。
（37）　内田貴『契約の時代一日本社会と契約法一』（岩波書店，2000年）63頁以
　　下。
（38）　内田貴「制度的契約と関係的契約一企業年金契約を素材として一（以下内
　　田「制度的契約」とする）」新堂幸司＝内田貴編『継続的契約と商事法務』（商事
　　法務，2006年）24頁。
（39）　内田前掲注（31）「事情変更」16頁。そのほかに内田前掲注（37）『契約の時代』
　　92頁以下も参照。
（40）　「特別座談会債権法の改正に向けて（下）」ジュリ1308号156頁における内田
　　貴発言参照。もっとも内田貴教授もこのように考えたとしても合意の範囲の評価
　　の問題が残ることは指摘している。
（41）　山本顯治「契約と交渉」田中成明編『現代理論法学入門』（1993年，法律文化
　　社）63頁。
（42）　山本（顯治）前掲注（42）66頁。
（43）　これらの規定については，拙稿「事情変更法理における債務解放機能と債務内
　　容改訂機能一ドイツ債務法現代化法および国際取引法規範における事情変更問
　　題への対応を中心に一」成城法学72号39頁以下を参照。
（44）DCFR皿一1：110条（事情の変更における裁判所による改訂および解消）の内
　　容は次のようなものである（仮訳）。
　　　「（1）債務は，履行コストが増加したことまたは代わりに受領される目的の
　　　　価値が減少したことのために，履行が以前より困難になった場合であって
　　　　　も履行されなければならない。
　　　（2）　しかしながら，契約上の債務または一方的な法的行為から生じた債務の
　　　　履行が例外的な事情変更のために困難となり，明らかに債務者を債務に拘
　　　　束することが不当になった場合には，裁判所は，以下の各号をなすことが
　　　　できる：
　　　　（a）新たな事情において債務を合理的かつ衡平にするために改訂すること；
　　　　　または
　　　　（b）裁判所により定められた期日および条件において債務を解消すること。
　　　（3）第2項が適用されるのは，以下の各号を充足した場合に限られる：
　　　　（a）事情変更が債務が負担された時点以降に生じたこと。
　　　　（b）債務者がその時点で，事情変更の発生またはその規模について考慮し
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　　　　　　なかったこと，および合理的に考慮することが期待できなかったこと；
　　　　　（c｝事情変更のリスクを，債務者が想定しなかったこと，および合理的に
　　　　　　想定したとみなすことができないこと；および
　　　　　（d）債務者が，合理的かつ誠実に，交渉によって債務を規律する条件の合
　　　　　　理的かつ衡平な調整の達成を企図したこと」
　　　なお，2009年に公表されたDCFR概略版でも内容は変わっていない。
（45）北山修吾「事情変更の原則」内田貴・大村敦志編『民法の争点』（有斐閣，
　　2007年）227頁は，かかる点を明確に意識し，従来の事情変更の原則論の限界を
　　説く。
（46）　継続的取引に関しては，中田裕康『継続的売買の解消』（1994年，有斐閣），
　　同『継続的取引の研究』（2000年，有斐閣）などを参照。
（47）　北山修悟「契約の改訂」法協112巻1号73頁。
（48）　平井宜雄「いわゆる継続的契約に関する一考察」『星野英一先生古稀記念論文
　　集・日本民法学の形成と課題』（下）（有斐閣，1996年）712頁。
（49）　平井前掲注（48）719頁。
（50）　サブリース契約やそれに関連する賃料減額請求の可否の問題に関しては，参考
　　文献等も含め拙稿「サブリース契約における賃料減額問題」一橋研究22巻1号
　　125頁，拙稿「最判平成15年6月11日判批」横浜国際経済法学13巻2号147
　　頁，拙稿「最判平成16年6月29日判批」NBL　804号63頁，拙稿「最判平成17
　　年3月10日判批」金判1，226号2頁等を参照。
（51）不動産の値下げ販売の問題に関しては，参考文献等も含め，拙稿「不動産値下
　　げ販売と説明義務・再交渉義務一最高裁平成16年11月18日判決の検討を通
　　じて一」横浜国際経済法学14巻3号151頁を参照。
（52）　本問題については，内田前掲注（38）「制度的契約」1頁以下を参照。
（53）吉政知広「契約締結後の事情変動と契約規範の意義一事情変更法理における
　　自律と他律（2・完）」民商128巻2号188頁（2003年）。
（54）　潮見佳男『債権総論1』（信山社，第2版，2003年）221頁以下。
（55）　潮見教授は，かかる見解が中山充「事情変更の原則」遠藤浩ほか『現代契約法
　　大系（1）』（有斐閣，1983年）72頁以下に潜んでいるとする（潮見前掲注（54）221
　　頁）。
（56）　山本敬三『民法講義IV－1契約』（有斐閣，2005年）104頁注（21）。山本敬三
　　「借地借家法による賃料増減規制の意義と判断構造（以下山本敬三「賃料増減規
　　制」とする）」潮見佳男ほか編『特別法と民法法理』（有斐閣，2006年）170頁以
　　下も参照。
（57）　北山前掲注（45）「事情変更の原則」227頁。
（58）　拙稿前掲注（2）「判断過程について」90頁注（42）。
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（59）
（60）
（61）
（62）
勝本前掲注（4）579頁。
五十嵐前掲注（1）「事情変更の原則の立法をどう考えるか」272頁。
能見前掲注（1）103頁。
潮見前掲注（54）225頁。ただし，②の要件には錯誤に該当する場合も含まれて
いる。
（63）
（64）
（65）
（66）
民法（債権法）改正委員会第1準備会第5回全体会議資料68頁以下参照。
民法（債権法）改正委員会第1準備会第5回全体会議資料70頁。
勝本前掲注（4）582頁。拙稿「判断過程について」80頁。
PICCのハードシップには，当事者の支配を超えたという要件が含まれている
　　が，PECLにはこれに相当する要件は定められていない。この点について拙稿前
　　掲注（43）「事情変更法理における債務解放機能と債務内容改訂機能」82頁以下
　　を参照。
（67）　久保前掲注（27）240頁。
（68）　拙稿前掲注（36）「事情変更の顧慮とその妥当性」150頁。
（69）　BegrUndung　der　Bundesregierung　zum　Entwurf　eines　Gesetzes　zur
　　Modernisierung　des　Schuldrechts，　BT－Drucks，6857＝BR・Drucks338／01
　　（Claus－Wilhelm　Canaris　Schuldrechtsmodernisierung　2002，　S．742f．による）。
　　ドイツ民法313条の起草過程につき，拙稿前掲注（43）「事情変更法理における債
　　務解放機能と債務内容改訂機能」42頁以下を参照。
（70）　拙稿前掲注（2）「判断過程について」68頁。
（71）　サブリース契約判決以降の賃料減額請求事件については，拙稿前掲注（50）「最
　　判平成17年3月10日判批」金判1，226号2頁，拙稿「最判平成20年2月29日
　　判批」民商139巻2号247頁などを参照。
（72）　松岡久和「建物サブリース契約と借地借家法32条の適用」論叢i154巻4・5・
　　6号152頁以下，山本（敬三）前掲注（56）「賃料増減規制」162頁以下などにお
　　ける借地借家法32条の強行法規性に関する議論を参照。
（73）　たとえば最判平成20年2月29日判時2，003号51頁では，賃料自動改定特約
　　が存した建物賃貸借契約における賃料減額請求において，賃料自動改定特約の存
　　在を重視した判断を示した原審を破棄し，諸般の事情の1つとして考慮するに留
　　めるという判断をしている。
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